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答  申  

 

審査請求人（以下「請求人」という。）が提起した生活保護法（以下

「法」という。）６３条の規定に基づく返還金額決定処分に係る審査請

求について、審査庁から諮問があったので、次のとおり答申する。 

 

第１ 審査会の結論 

本件審査請求は、棄却すべきである。 

 

第２ 審査請求の趣旨  

本件審査請求の趣旨は、○○福祉事務所長（以下「処分庁」とい

う。）が、請求人に対し、令和２年３月２３日付けの通知書（以

下「本件処分通知書」という。）により行った、法６３条の規定

に基づく返還金額決定処分（以下「本件処分」という。）につい

て、その取消しを求めるものである。 

 

第３ 請求人の主張の要旨  

請求人は、おおむね以下のことから、本件処分は違法、不当であ

ると主張している。 

本件払戻額は父の財産であるところ、父は令和２年１月１２日に

死亡しているのであるから、当該財産は相続財産である。父には

被相続人が４名（母、請求人、長女及び二女の子）いるのである

から、当該相続財産の２分の１が母、６分の１が請求人、長女及

び二女の子それぞれに帰属する。とすると、母及び請求人の収入

は、本件払戻額の３分の２（５，８６２円）に相当する金額のみ

となる。 

したがって、本件払戻額の全額に相当する８，７９３円の返還請
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求を内容とする本件処分は違法又は不当である。 

 

第４ 審理員意見書の結論 

本件審査請求は理由がないから、行政不服審査法４５条２項の規

定を適用して、棄却すべきである。 

 

第５ 調査審議の経過 

審査会は、本件諮問について、以下のように審議した。 

年 月 日 審 議 経 過 

令和 ３年 ４月 １日 諮問 

令和 ３年 ５月２８日 審議（第５５回第２部会） 

令和 ３年 ６月２５日 審議（第５６回第２部会） 

 

第６ 審査会の判断の理由  

  審査会は、請求人の主張、審理員意見書等を具体的に検討した結

果、以下のように判断する。 

１ 法令等の定め  

⑴ 保護の補足性及び保護の基準について 

保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力その

他あらゆるものを、その最低限度の生活の維持のために活用する

ことを要件として行われる（法４条１項）。法４条の規定は、法

の基本原理であって、法の解釈及び運用は、全てこの原理に基づ

いてなされなければならない（法５条）。  

また、保護は、厚生労働大臣の定める基準により測定した要保

護者の需要を基とし、そのうち、その者の金銭又は物品で満たす

ことのできない不足分を補う程度において行うものとする（法８

条１項）。  

⑵ 世帯単位の原則  

保護は、世帯を単位としてその要否及び程度を定める（法１０
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条本文）。これは、世帯員の需要及び収入を一括して、世帯とし

ての最低生活費及び収入認定を行い、それに基づいて保護の要否

及び程度を定めるということを意味すると解される（小山進次郎

『改訂増補  生活保護法の解釈と運用』２２１頁（全国社会福祉

協議会、昭和５０年））。  

⑶ 費用返還債務について 

ア 法の定め 

被保護者が、急迫の場合等において資力があるにもかかわら

ず保護を受けたときは、被保護者は、速やかに、保護を受け

た保護金品に相当する金額の範囲内において保護の実施機関

が定める額を返還しなければならない（法６３条）。  

なお、法６３条の規定は、「被保護者に対して最低限度の生

活を保障するという保護の補足性の原則に反して生活保護費

が支給された場合に、支給した生活保護費の返還を求め、も

って生活保護制度の趣旨を全うすることとしている。」（東

京高判平成２５年４月２２日裁判所ウェブサイト裁判情報掲

載。なお、同判決は最高裁判所において上告棄却により確定

している。）と解されている。  

イ 資力の発生時期 

法６３条に係る資力の発生時期について、東京都福祉保健局

生活福祉部保護課「生活保護運用事例集２０１７」問１１－

１は、「考え方の基本」として、「⑴生活に充てることがで

きる形（現金あるいは現物）に具体化しない資力（資産）を

保有している場合には、保護費用が生活の糧として当該資力

（資産）を代替する期間（保護受給期間）の支給済保護費用

に相当する額が法第６３条返還金の対象となる。  ⑵給付事

由（請求事由）が発生したことにより当然に受領できる保険

金、年金、補償金、及び相続財産等については、当該事由の

発生時から資力があるものとみなす。  ⑶事由が発生したこ
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とに伴い、訴訟、調停、和解等により確定しなければならな

いもの（係争の結果を待たなければ資力を得るかどうかが判

らないもの）については、確定した時点で資力が発生したも

のとする。」としている。  

２ 本件処分の検討  

⑴ 法６３条の適用 

父については、本件保護開始前の平成３１年３月及び令和元年

８月にそれぞれ介護サービスを利用し、自己負担額以上の各利用

料金を支払っていることが認められることから、これらの時点

で、父には高額介護サービス費の受給事由がそれぞれ生じている

ものと認められる。すなわち、保護開始の時点で具現化されてい

ないながらも、父は法６３条の対象となる「資力」を有していた

ものと解すべきである。 

そして、請求人世帯に対し保護が開始され、保護費が支給され

た後に、上記資力が具現化され、本件払戻額（資力）の給付を受

けたのであるから、請求人世帯については、本件払戻額につい

て、「資力があるにもかかわらず保護を受けた」といえる。 

したがって、請求人世帯は、本件保護開始の時点で、資力とし

て有していた本件払戻額について、法６３条の規定に基づく費用

返還債務を負うこととなる。 

⑵ 費用返還請求の請求先及び請求額 

本件払戻額については、介護サービスの費用を負担した父に対

する給付と認められることから、父の相続財産であるとも解され

る。しかし、請求人世帯に対する保護が開始されたことにより、

請求人世帯の世帯員の財産は、法１０条本文の規定（世帯単位の

原則）の趣旨に則り、その全てを請求人世帯の保護費に充当すべ

きと解するのが相当である。 

請求人世帯においては、令和２年１月６日付けの本件保護開始

前に本件払戻額８，７９３円に相当する資力を有していたとこ
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ろ、同月３０日、○○区長の支給決定により、同資力は具現化さ

れ、同月３１日に本件払戻額が請求人名義の預金口座に振り込ま

れていること、そして、請求人世帯は、同月において、当該資力

の額を上回る１５２，６４２円の保護費を受給したことが認めら

れる。一方で、当該資力の全額を返還対象とすることによって請

求人世帯の自立が著しく阻害される事情は見受けられない。 

そうすると、処分庁は、法６３条の規定に基づき、請求人世帯

に対し、本件払戻額８，７９３円全額に相当する支払済保護費に

ついて、費用返還請求を行うことができるものと解される。 

⑶ 小括 

上記⑴及び⑵のとおり、本件処分は、上記１の法令等に則った

適正なものであり、また違算も認められないことから、違法又は

不当であるとはいえない。 

３ 請求人の主張について  

請求人は、上記第３のことから、本件処分の違法又は不当を主張

するが、本件処分が法令等の規定に基づき、適法になされたもの

であることは上記２のとおりである 

また、本件払戻額については、父の相続財産の対象となり得る

が、本件払戻額が法６３条の規定にいう資力と認められる以上、

請求人の主張をもって、このことを前提とする本件処分の取消事

由とすることはできない。 

したがって、請求人の主張については、いずれも理由がないとい

うほかはない。 

４ その他の違法性又は不当性についての検討  

その他、本件処分に違法又は不当な点は認められない。 

 

以上のとおり、審査会として、審理員が行った審理手続の適正性や法

令解釈の妥当性を審議した結果、審理手続、法令解釈のいずれも適正に

行われているものと判断する。 
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よって、「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

 

（答申を行った委員の氏名） 

 近藤ルミ子、山口卓男、山本未来 

 

別紙（略） 

 


